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はじめに 

我が国は、現在、急速な人口減少・少子高齢化に加え、労働生産力の低下や、地

域における人口密度の低下、社会インフラの老朽化等を背景として、公共サービス等

の維持が困難になるほか、地域産業の衰退が想定されるなど、様々な深刻な課題に

直面している。

こうした社会背景の中、様々な地域社会の課題に対して、あらゆる分野で 5G や AI
などのデジタル技術を活用することにより、産業の高度化や労働生産性の向上を図る

ほか、地域社会の生活の質や利便性を高め、新たな付加価値を創出するといった役

割を果たすことが期待されている。

また、デジタル技術は、その性質として、比較的低廉な費用で規模の拡大や展開、

付加価値を向上させることが可能なことから、リソースが限られる中、地域社会におい

て共通性の高いデジタル基盤やアプリケーションについては、広域化や共同利用を

図ることにより、全体最適化に貢献することが一層求められている。

こうしたデジタル技術を地域社会に実装させていくためには、それぞれの地域社会

が目指すビジョンに基づき、自治体や住民、地域産業等が、生活の質の向上や地域

経済の発展などのデジタルによる恩恵を実感できるようにすることが不可欠である。

このため、国においては、基礎自治体や広域自治体が、民産学金などの多様なス

テークホルダーと連携しながら、住民・利用者を起点として、地域課題やニーズに応じ

て必要なデジタル技術等を活用する取組を促していくことが、これまで以上に重要とな

ってくる。

本懇談会は、こうした観点に基づき、地域社会における情報通信利用環境の現状と

課題を分析し、持続可能で活力ある多様な地域社会を実現するために必要なデジタ

ル基盤とその利活用の在り方について、報告書をとりまとめるものである。
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第１章 地域社会を取り巻く現状と課題 

１．地域社会が抱える課題 

我が国地域社会は、「人口減少・少子高齢化」、「経済構造変化」、「インフラ老朽

化・自然災害リスクの増大」という我が国全体を取り巻く大きなトレンドに起因し、各地

域の特性に応じた様々な課題に直面している。本懇談会では、地域社会が抱える課

題の典型例を次のとおり整理・分類した。 

① 人口減少・少子高齢化に起因する課題 

・生産年齢人口が減少し、現場の働き手や地域企業の後継者が不足（人手不足・

働き手の確保） 
・様々な産業分野で地域の市場規模が縮小し、ビジネスとして採算の確保が困難に

（市場規模の縮小） 
・高齢者の増加に伴い、社会保障等に係る地方公共団体の事務負担等が増大（社

会保障等の行政コストの増大） 

② 経済構造変化に起因する課題 

・生産拠点の海外移転等が進み、製造業を中心に地域産業の雇用が減少（地域産

業の衰退） 
・地域の市場規模の縮小に伴い、海外を含む他地域への販路拡大が重要に（他地

域／海外への販路拡大） 
・海外からの観光客の増加等により、オーバーツーリズム等の課題が顕在化（インバ

ウンド需要への対応） 

③ インフラ老朽化・自然災害リスクの増大に起因する課題 

・電車やバスなどの公共交通機関を維持できなくなり、生活の足の確保が困難に

（公共・準公共サービスの維持） 
・高度成長期以降に整備したインフラが急速に老朽化し、更改コストが地方財制の

重荷に（公共・準公共サービスの維持／住民の安全確保） 
・気候変動等に伴う自然災害の激甚化により、住民の安全確保が課題に（住民の安

全確保） 
 
 
 
 



3 

図 1-1 ： 地域社会が抱える課題

【出典】 第１回懇談会 資料１－１

２．デジタル技術に期待される役割

デジタルは、地域社会の生産性や利便性を飛躍的に高め、産業や生活の質を大き

く向上させ、地域の魅力を高める力を持っており、地方が直面する社会課題解決の切

り札となるだけではなく、新しい付加価値を生み出す源泉である。ICT の進化やネット

ワーク化により、経済や社会の在り方、産業構造が急速かつ急激に変化する新しい時

代、いわゆる「Society5.0」の到来に向け、デジタル技術には、地域住民の生活の質を

向上させ、活力ある多様な地域社会を実現するための「カギ」としての役割が期待され

ている。 

デジタル技術に対しては、具体的に次のような役割が期待される。 

① 労働生産性の向上

業務処理の迅速性・正確性の向上（プロセス・イノベーション）による省人化・省力化

により、労働生産性の向上が期待できる。

【例】

・生産工程の自動化による省人化

・クラウドの活用による地域を超えたサービス提供

・自治体事務の標準化  等

② 産業の高度化・合理化

先端技術の活用等（プロダクト・イノベーション）を通じた既存商品・サービスの高付

加価値化により、産業の高度化・合理化が期待できる。
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【例】 
・AI を活用したノウハウの共有・伝承 
・EC による販路拡大 
・配車アプリやキャッシュレス導入による混雑緩和  等 

③ 公共・準公共サービスの効率化 

利用者とのインターフェイスの改善や内部手続も含めたデジタル化により、業務の

効率化と住民サービスの向上が期待できる。 
【例】 
・デマンド交通や自動運転の導入によるサービス維持コストの低減 
・防災システムの活用による情報一元化  等 

④ サイロ化されたデータの連携 

大量に生成・流通するデジタルデータはあらゆる価値創出の源泉であり、分野横断

的な情報流通プラットフォームの構築等データ流通環境が整備されることにより、デジ

タルデータから新たな発見や精度の高い判断が可能となることが期待できる。 
【例】 

 ・データに基づく現状分析や将来予測 
 ・商品・サービス等に対する付加価値の付与  等 

⑤ 暮らしやすさの向上 

テレワークの実施やオンラインサービスの活用により、時間や場所に捉われない生

活が可能となり、暮らしやすさの向上が期待できる。 
【例】 
・テレワーク、オンライン診療、宅配アプリ  等 
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図 1-2 ： デジタル技術に期待される役割

【出典】 第１回懇談会 資料１－１

３．デジタル技術の活用が地域課題の解決に結びつかない要因

 総務省では、これまでも地域社会ＤＸの取組を推進してきたところであるが、必ずしも

その全てが成功に結びついているわけではないという実態がある。本懇談会では、デ

ジタル技術の活用が地域課題解決に結びついていない要因を分析し、大きく次の４

類型に分類した。 

① 利用者端末までを繋ぐ利用環境が整っていない

【例】

・デジタル技術の実装を支えるローカル５Ｇ等の地域のデジタル基盤が未整備

・小規模自治体等が整備した情報通信インフラが耐用年数を超過し老朽化が進行

等

② デジタル化を担う人材がいない／定着しない

【例】

・ＤＸについて十分な知見・経験を有するデジタル人材が不足

・デジタル人材が偏在しており、首都圏に集中  等

③ デジタル化の目的が不明確／関係者で共有できていない

【例】

・技術・ソリューションが先行し、地域課題の洗い出しが不十分
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・関係者間の連携不足により、サービスを維持・継続させることができない  等

④ 収益化できない／自走モデルがない

【例】

・実証が目的化してしまい、終了後にビジネスとして自走させられない

・各主体が保有するデータがサイロ化していて連携できず、サービスが広がらない

等

図 1-3 ： デジタル技術の活用が地域課題の解決に結びつかない要因

【出典】 第１回懇談会 資料１－１

４．本懇談会における検討事項

上記１．～３．の現状と課題を踏まえ、本懇談会では、次の４つの検討項目ごとに詳

細な検討を行った。特に、検討項目①に関しては、懇談会の下に「地域におけるデジ

タル技術の利活用を支えるデジタル基盤の利用環境の在り方ワーキンググループ」を

設置し、集中的に検討を行った。第２章以降で、各検討項目の検討結果について詳

述する。 
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① 地域における通信・放送サービスの利用実態を踏まえた情報通信利用環境整備

の方向性 

② デジタル基盤を活用した地域課題解決や産業振興の在り方 

③ 地域のデジタル化を支えるデジタル人材の育成・定着の方法 

④ 地域ＤＸの推進に向けた関係者の連携体制構築の在り方 
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第２章 地域における通信・放送サービスの利用実態を踏まえ

た情報通信利用環境整備の方向性 

１．論点

本検討項目では、次の２つの論点に基づき、検討を行った。 

（１）地域におけるエンド・ツー・エンド（利用者端末を含む）の情報通信利

用環境整備の方向性

・DX の進展には、データの活用が不可欠であり、高速・大容量・低遅延なデータ利

活用を可能とする情報通信インフラの必要性はますます増大するのではないか。

こうした増大する情報通信インフラの必要性という視点をもち検討することが必要

ではないか。

・利用者がデジタル技術を有効活用できていないとしたならば、そのボトルネックは

どこにあり、どのような対策を行うべきか。

・特に地方における利用者端末までを繋ぐ情報通信インフラをどのように維持・更改

していくべきか。

・情報通信インフラの維持・更改に係る費用対効果等を踏まえ、利用者端末までを

繋ぐ有線と無線とを組み合わせた最適な情報通信インフラの構成をどのように考え

るか。

（２）超大容量・超低遅延・低消費電力の実現に資する新たな通信ネット

ワークの将来的な方向性

・中長期的な視点から、オール光ネットワークなどの新たな通信技術を地域におい

てどのように活用することができるか。

２．現状・課題 

（１）我が国のブロードバンドの整備状況

総務省では、令和 4 年 3 月に策定された「デジタル田園都市国家インフラ整備計

画」に沿って、固定ブロードバンド（光ファイバ等）、ワイヤレス・IoTインフラ（5G等）、デ

ータセンター/海底ケーブルなどのデジタル基盤の整備等に関する取組が進められて

きた。令和 5 年 4 月には、ネットワークの信頼性の向上への期待や地方におけるデジ

タル活用の重要性の高まりなど、我が国を取り巻く社会情勢の変化等を踏まえ、インフ

ラ整備等に関する取組を一層強化するため、計画の改訂が行われた。

固定ブロードバンドについては、「2030年までに世帯カバー率 99.9％」という当初目
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標に対して、目標を前倒し（2027 年度末）しており、2022 年度末時点で同 99.84％を

達成している。５G については、「2030 年度末に人口カバー率 99.0％」という目標に対

して、2022 年度末時点で同 96.6％を達成しており、すべての都道府県でカバー率が

80％を超えている。また、５G 基盤展開率及び５G 基地局数も着実に進捗している。さ

らに、５G 等による道路カバー率についても「2030 年度末に 99.0％」という目標が設定

された。 

 

図 2-1 ： 我が国のブロードバンドの整備状況 

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

（２）社会インフラとしての情報通信インフラの重要性の増大 

我が国のインターネットトラヒックは、直近のデータでは年間に約 2 割増加している。

今後のトラヒック需要は、2020 年比で 2030 年には約 18 倍、2040 年までには 309 倍ま

で爆発的に増加するとのシナリオ 1もある。さらに、その利用用途についても、動画視

聴や SNS 等の個人利用に加え、モビリティ、メタバース、M2M 通信等の産業用途を中

心にユースケースが拡大し、あらゆる分野でデジタル技術が不可欠になると見込まれ

ている。このように、Society5.0 を支える社会インフラとして、情報通信インフラの重要

性はますます増大するものと考えられる。 

  

                                            
1 三菱総合研究所による独自予測。代表的なユースケースを100種類以上選定し、各ケースの利用率

や発生データ量を積算し流通経路を想定することにより推計した「情報爆発モデル」。 
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図 2-2 ： 我が国のインターネットトラヒック 

【出典】 第６回懇談会 資料６－１

（３）情報通信利用環境に関する都市部と地方部の地域格差

 人口減少や少子高齢化が急速に進むことに伴い、地方におけるデジタル技術活用

の促進や情報通信インフラの維持が課題となる中、情報通信利用環境について、都

市部と地方部の地域格差も指摘されている。総務省が実施したアンケート調査の結果

によると、企業・住民ともに、通信環境の充実度について他の地域と比べて格差がある

と感じる割合は、都市部よりも地方部の方が高い傾向があった。 

図 2- 3 ： 地域における通信環境の充実度に関するアンケート結果 

【出典】 第６回懇談会 資料６－１
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（４）情報通信利用環境に関する課題の全体像 

 本懇談会では、地域におけるエンド・ツー・エンドの情報通信利用環境に関する課

題を「非居住地域」における課題と「居住地域」における課題に分類し、それぞれの対

応方策を検討した。 

 

図 2-4 ： 情報通信利用環境に関する課題の全体像 

 

【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

① 非居住地域を中心とした産業・公共等様々な用途のための情報通信利用環境 

山間地のような非居住地域においては、農業、防災、自動運転など、様々な用途で

通信ネットワークが必要であり、非居住地域における情報通信利用環境は、通信キャ

リアが提供する通信サービス（公衆網）とそれを補完するプライベートネットワーク（自

営網）等の組み合わせによって整備されることが想定されている。 
全国の企業及び地方公共団体へのヒアリング調査によると、非居住地域の課題は、

大きく①電波環境が悪いため低速で不安定、②エリアがカバーされていない、③設備

の老朽化（容量／スペック不足）、の３点に集約された。また、本懇談会の下に設置さ

れた「地域におけるデジタル技術の利活用を支えるデジタル基盤の利用環境の在り方

ワーキンググループ（以下ＷＧという。）」においては、BWA や LPWA サービスを導入

したくても、地域で提供する事業者が出てこないという課題も指摘された。 
企業向けアンケート調査の結果においても、設備の老朽化とそれに伴う容量/スペ

ック不足を課題とする回答が多かった。また、中小企業や一次産業では老朽化を、大

企業や公共では容量不足を課題とする割合が高かった。 
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図 2-5 ： 地域における情報通信利用環境の課題・具体例（非居住地域）

【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 
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図 2-6 ： インターネット接続環境の課題（企業向けアンケート結果） 

 

【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

② 居住地域を中心としたキャリアネットワークから利用者端末までのラスト・ワンマ

イルの情報通信利用環境 

住民が生活する居住地域においては、通信キャリアのネットワークから利用者端末

に至るまでのラスト・ワンマイルの情報通信利用環境の整備が課題であり、具体的には、

通信キャリアが提供する通信サービス（公衆網）から利用者端末までを結ぶ施設内の

プライベートネットワーク（自営網）等の整備方策について検討を行った。 

全国の企業及び地方公共団体へのヒアリング調査並びに住民アンケート調査の結

果によると、ラスト・ワンマイルの課題は、概ね①設備の老朽化に伴う容量/スペック不

足を原因としており、②維持・更改に係る費用を負担できないためにそのままとされて

いる事例が多い。なお、学校における課題は、GIGA スクール構想推進に当たっての

特有の事情が見られる。 

地方公共団体向けアンケート調査の結果からも、資金不足によって、設備の老朽化

とそれに伴う容量/スペック不足を改善できない構図が見て取れる。また、財政力指数

に関わらず、資金不足は地方公共団体共通の課題となっている。 

さらに、地理的情報格差の解消のために整備された公設の光ファイバ網等につい

ても、老朽化の課題が顕在化し始めている。 

  



 

14 
 

図 2-7 ： 地域における情報通信利用環境の課題・具体例（居住地域） 

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

図 2-8 ： 公共施設のインターネット接続環境の課題 
（地方公共団体向けアンケート結果） 

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 
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図 2-9 ： 設備の維持管理に関する課題 
（地方公共団体向けアンケート結果） 

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

（５）社会機能の維持・発展のためのＤＸの必要性 

従来の提供方法では採算が取れずに継続が困難なサービス/システムであっても、

DX による効率化・合理化によって、維持・発展させることが期待できる。特に人口減少

等が進展する中、社会機能を維持・発展させ、地域住民の生活を支えるためには、

DX による効率化・合理化が不可欠であると言える。 

しかしながら、前述のとおり、非居住地域及び居住地域のいずれにおいても情報通

信利用環境に課題を有する地域は多数存在しており、その情報通信利用環境の整備

を自治体や民間のみに委ねた場合、特に不採算地域においては、DX に対応できな

い地域や最低限の社会機能を維持できない地域が現れることも懸念される。 
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図 2-10 ： 地域社会の課題解決のためにデジタル技術に期待される役割

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

（６）新しい通信技術の可能性 

近年、オール光ネットワークや、衛星インターネットや HAPS（High Altitude Platform 

Station）等の非地上系ネットワーク（NTN：Non-Terrestrial Network）の新技術・新サー

ビスの提供が始まっている。特に、令和６年能登半島地震では、衛星インターネットサ

ービス（Starlink）が、避難所等における通信確保に大きな役割を果たした。 
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図 2-11 ： 主要な新しい通信技術 

 

【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

３．対応の方向性 

（１）利用者端末までを繋ぐ情報通信利用環境の整備 

① 居住地域を中心とした社会資本の機能を支える情報通信利用環境の整備 

居住地域では、前述のとおり、学校、公民館、病院、集合住宅等において、設備の

老朽化に伴う容量／スペック不足等の情報通信利用環境の課題が存在しており、地

方公共団体の財政上の問題等により、その状況が改善できない状況が見られる。この

ような現状を踏まえると、地域における社会機能を維持・発展させるためには、「社会

資本」を起点として、その情報通信利用環境の改善に取り組むことが重要と考えられる。 

社会資本については、①直接生産力のある生産資本に対するものとして、間接的

に生産資本の生産力を高める機能を有する社会的間接資本としてとらえる考え方、②

生活に不可欠な財であるが、共同消費性、非排除性等の財の性格から、市場機構に

よって十分な供給を期待し得ないような財（公共財）としてとらえる考え方、③事業主体

に着目し、公共主体によって整備される財としてとらえる考え方とがある 2が、主な社会

資本としては、交通・通信施設、住宅・生活環境施設、厚生福祉施設、教育訓練施設、

国土保全施設及び農林漁業施設が該当 3する。 

                                            
2 内閣府政策統括官（経済社会システム担当）「日本の社会資本2022」（令和５年３月） 
3 総務省行政評価局「社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視 結果報告書」（平成24

年2月） 
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その中でも、情報通信利用環境が整っていないことが原因で DX が進められず、

「社会資本」が本来提供すべきサービスを提供できないような場合には、その情報通

信利用環境の整備・更改については、国の支援を検討すべきである。 

 

図 2-12 ： 社会資本の概要 

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

② 非居住地域を中心とした地域産業等を支える情報通信利用環境の整備 

中山間地等の非居住地域においても、農業、環境等の産業分野や防災、交通等の

公共分野など、様々な用途で情報通信の利用ニーズが存在している。他方で、前述

のとおり、非居住地域においては、通信キャリアのサービスエリア外である等の情報通

信利用環境の課題があり、通信キャリアのネットワークを補完するプライベートネットワ

ーク（自営網）を利用用途に合わせて整備することが求められる。 

地域産業や公共サービスのＤＸが進められないことで、地域の産業振興や社会課

題の解決に支障が生じるおそれがあることを踏まえ、非居住地域においても利用用途

に応じた情報通信利用環境の整備を支援すべきである。 

なお、情報通信利用環境の効率的・合理的な維持管理の観点から、整備される情

報通信利用環境はひとつの用途のみで活用するのではなく、複数の用途で共同利用

するなど、多面的に活用していくことが重要である。その際には、情報通信利用環境を

機能（レイヤー）で分解し、共同利用可能な機能のみを共有することも有効と考えられ

る。その際には、地域ニーズ・課題解決を起点として、最適な組み合わせを選択できる

ようにすべきである。 
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③ 情報通信利用環境維持のための官民の役割分担 

社会機能の維持に不可欠な社会資本等であっても、ランニング費用を措置できる

見込みがないために、デジタル基盤の整備・更改に踏み切れない事例がある。このた

め、そのデジタル基盤が整備・更改されないために、社会資本が本来提供すべきサー

ビスを提供できないような場合には、当該デジタル基盤のランニング費用について、国

が一定期間支援することも検討すべきである。 

なお、ランニング費用に対する支援策の例としては、地域公共交通確保維持改善

事業（国土交通省）や高度無線環境整備推進事業（総務省）があるところ、このような

事例の考え方も参照すべきである。 

 

図 2-13 ： ランニング費用の支援例 

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

（２）新たな通信技術等の活用策の検討 

低遅延、大容量及び低消費電力を実現するオール光ネットワークや、山岳部や離

島等の条件不利地域で安定したインターネット環境の構築が可能となるHAPS等非地

上系ネットワーク（NTN）の新たな通信技術が、これまで解決できなかった地域課題を

解決する可能性がある。このような新たな通信技術の地域における実装も見据えつつ、

IXやデータセンター等の地方分散等も含む新たなインフラコンセプトについて、引き

続き、検討を進めるべきである。 
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図 2-14 ： 新しい通信技術の概要 

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

図 2-15 ： 新しい通信技術の実証事例（衛星インターネット） 

 

【出典】 第２回懇談会 資料２－３ 
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図 2-16 ： 新しい通信技術（HAPS）活用のユースケース例 

 

【出典】 総務省「デジタルビジネス拡大に向けた電波政策懇談会」（第 3 回） 資料３－７ 
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第３章 デジタル技術を活用した地域課題解決や産業振興の在り方 

１．論点 

本検討項目では、次の４つの論点に基づき、検討を行った。 

（１）地域の産業振興に資するデジタル技術の実装・活用方策 

・地場産業の振興・高度化のためには、どのようなデジタル技術が必要であり、どの

ように実装・活用していくべきか。 

・地域DXを担うべき地域のICT産業をどのように振興すべきか。 

（２）プロジェクトの自走化を促進するための方策 

・実証の段階から、どのような観点でアウトカム目標を設定し、どのようにPDCAを回

していくべきか。 

・プロジェクトの収益化を図る上で重要なポイントは何か。収益化を実現するために

国がすべき支援は何か。 

・地域に必要でありながらも採算を取るのが難しいデジタル技術は、どのように維

持・発展されるべきか。 

（３）地域データの流通・連携の方向性 

・データの流通・連携を促進するためには、どのような技術的課題を解決する必要

があるか。 

・安全・安心なデータ流通を確保するためには、どのような利活用ルールが必要か。 

・自走化可能なモデルケースの創出のためには、どのような支援策が有効か。 

（４）地域の先進事例の他地域への普及方策 

・地域の先進事例をいかに効果的に他地域へ普及させるか。 

 

２．現状・課題 

（１）社会機能の維持・発展のためのDXの必要性（再掲） 

我が国のインターネットトラヒックは、直近のデータでは年間に約 2 割増加している。

今後のトラヒック需要は、2020 年比で 2030 年には約 18 倍、2040 年までには 309 倍ま

で爆発的に増加するとのシナリオもある。さらに、その利用用途についても、動画視聴

や SNS 等の個人利用に加え、モビリティ、メタバース、M2M 通信等の産業用途を中心

にユースケースが拡大し、あらゆる分野でデジタル技術が不可欠になると見込まれて
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いる。このように、Society5.0 を支える社会インフラとして、情報通信インフラの重要性

はますます増大するものと考えられる。 

 

（２）地域産業の維持・発展に不可欠なDXによる労働生産性の向上 

地域産業の中核を成す農業、卸売業・小売業、製造業、建設業といった業種で、労

働力人口の減少が顕著に見られる。他方で、医療・福祉、サービス業といった業種で

は労働力人口が増加しており、地域ニーズの高まりが見て取れる。 

DXが労働生産性向上に与える影響は大きく、地域の人口減少や人手・働き手不足

が進行する中、地場産業の維持・発展のためには、デジタル技術を活用した労働生

産性の向上や産業の高度化・合理化が不可欠である。 

 

図 3-1 ： 労働力人口の業種別増減比較 

 

【出典】 第１回懇談会 参考資料３ 
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図 3-2 ： デジタル化と労働生産性の関係 

 
【出典】 経済産業省 第１回「支援機関を通じた中堅・中小企業等の DX の在り方に関する検討会」 資料４ 

 

（３）先進的ソリューションの特徴からみるAI等先端技術の活用と利用用

途に応じた通信技術適用の重要性 

各地域の DX 事例を分析していくと、先進的ソリューションを実現するデジタル技術

には、大きく①単にシステムと端末とを繋ぐだけではなく AI やデジタルツインといった

先端技術が活用されている、②各産業の利用用途に応じて異なる通信技術が活用さ

れている、という特徴が見られた。 

 例えば、北海道岩見沢市のスマート農業の事例では、生育状況等の映像・画像等

データから収穫予測等を分析する際には AI 分析基盤が活用されているほか、複数台

の自動走行トラクターの遠隔監視・制御には超高速・超低遅延なローカル５Ｇを活用し、

センサーを使ったビニールハウスの管理や監視カメラの映像伝送等には地域 BWA を

活用するなど、通信ネットワークの使い分けがされている。 

 このように、今後、地域課題の解決に資する先進的ソリューションを実現するために

は、AI 等の先端技術の活用が不可欠になると見込まれるとともに、その利用用途に適

した通信技術を適用することが重要になると考えられる。 
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図 3-3 ： 先進的ソリューションを実現するデジタル技術の特徴 

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

（４）「実証」から「実装」への壁の存在 

プロジェクトの社会実装を進めるためには、単に技術実証を実施して終わるのでは

なく、どのように社会課題の解決に寄与できるのかという観点からの有効性の検証が

重要であり、そのためには、技術の活用に関する社会科学的な知見や実験的な手法

による分析が有効である。しかし、過去の実証事業をフォローアップすると、実証が目

的化してしまい、事後的な検証も行われず、実証終了後に自走させられないプロジェ

クトが多く存在する。様々な種類のプロジェクトがある中で、収益化を図って民間主導

での自走化を目指すべきもの、採算を取るのが難しいことから官民の適切な役割分担

の下で自走化を目指すべきもの、実装に至るまでには相応の期間を要するものなど、

データを用いた分析結果等も踏まえ、そのプロジェクトの特性に応じた支援を行うこと

が必要である。なお、実装を強く求めすぎることで挑戦的な取組が妨げられることの無

いよう、プロジェクトの特性を適切に把握することも重要である。 

 

（５）地域におけるデータの活用・連携を巡る現状 

地域におけるデータの活用・連携を巡っては、地域内の様々な領域から多様なデ

ータを取得し、適切な分析や効果測定を行うことで、最適なサービスを創出することが

期待されている。こうした期待を背景として、地域内でデータの共有・連携を行うため

のシステム基盤は一定程度導入・普及が進んできた。しかしながら、地域内の様々な
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主体が保有するデータを連携させ、これに基づく詳細な分析や検証を経て、住民から

のニーズがあるサービスを創出するためには、多大な時間や労力を要することから、シ

ステム基盤の導入・普及は現時点では限定的である。 

また、分野間・広域での活用は防災など一部の領域に留まるなど、期待されるような

データ活用の水準に至る例は必ずしも多くない。例えば医療分野では健診結果等を

活用することで医療サービスの高度化に繋がる等、パーソナルデータの活用が期待さ

れる一方、個人情報の利活用を巡る住民の不安感等から、必ずしもパーソナルデータ

を活用したサービスの創出が進んでいない。令和３年の個人情報保護法改正を受け、

国・民間・地方の個人情報保護制度が統合されたが、地方公共団体における情報セ

キュリティポリシーの改正や個人データの取扱いに関する安全管理規程の整備が不

十分であるといった指摘があるほか、取得したデータや所持したデータが誰に帰属し、

そのデータをどこまで当初の目的と違った形で活用できるかを判断できる人や組織が

いないといった課題もある。 

これに加えて、例えば、オープンソースであっても、各サービスに対応するモジュー

ルやアプリとの連携するための開発が必要なほか、接続インターフェイスやデータの

変換等を含め、技術面やコスト面の課題もある。 

 

（６）デジタル技術の導入例・効果に関する情報不足 

地域社会 DX を加速させていくためには、一地域の優れた取組の広域化や他地域

での導入など、いわゆる「横展開」を促進することが重要である。しかしながら、多様な

地域課題が存在する中で、必ずしも横展開は順調に進展していない。 

総務省が地方公共団体向けに実施したアンケート調査結果によると、約半数が地

域課題の解決のためにデジタル技術の導入に取り組んだ事例はないと回答している。

また、デジタル技術の導入を検討する際の課題について、経費、人材、体制に次いで、

約３割の担当者は他地域におけるデジタル技術の導入例・効果に関する情報の不足

を挙げている。 

 

図 3-4 デジタル技術の導入に関する地方公共団体向けアンケート調査結果 



 

27 
 

 

【出典】 総務省「地域におけるデジタル技術の導入・活用等調査」を基に作成 

 

３．対応の方向性 

（１）地域の産業振興や社会課題解決に向けたデジタル技術の活用 

① 先進的ソリューションの実現に不可欠なAI等先端技術の活用 

先進的ソリューションを実現するためには、単にシステムと端末とを繋ぐだけではな

く、データ連携や AI 等の先端技術を取り込んでいく必要ある。特に、AI・メタバース・

デジタルツイン・XR、サイバーフィジカルシステム（CPS）等の先端技術は、農産物の自

動管理、災害対策、モビリティ領域での利活用など、幅広い分野の DX において不可

欠な技術になると考えられるが、どのような課題解決にどのように適用可能か、そのユ

ースケースがまだ蓄積されていない。 

このため、このような先端技術の活用モデルの検証・確立を推進することによって、

社会課題の解決に資する先進的ソリューションの社会実装を促進すべきである。 

 

図 3-5 ： AI 等先端技術の活用事例 
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【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

② 利用用途に応じた通信技術等の最適な組み合わせの検証・類型化 

地域ニーズ・課題解決を起点とした利用用途に応じて、最適な通信技術等の組み

合わせは異なる。例えば、高精細映像のリアルタイム送信が必要なユースケースでは

ローカル５Gのような超高速通信が求められる一方で、センサー情報のような低容量デ

ータを継続的に収集するようなユースケースでは LPWA のような低消費電力・長距離

通信が適している場合もある。このように、利用用途に応じて、必要な通信技術等を適

切に選択することが重要である。特に AI や自動運転のような先端技術を活用するユ

ースケースではその活用モデルが未確立であることから、社会実装の促進のためには、

利用用途に応じた通信技術等の最適な組み合わせを類型化し、提示することが有効

と考えられる。 

このため、ソリューションの構成要素を協調領域と競争領域とに区別した上で、協調

領域において利用用途に応じた最適な組み合わせを検証し、その「標準モデル」を提

示することが有効と考えられる。なお、その際には、デジタル技術の進化の速さを踏ま

え、古いモデルが残り続けることがないよう、更新方法も含め検討する必要がある。ま

た、地域特性等に応じた情報通信利用環境モデルの実証が進められている自動運転

など、モデルが整理された分野においては、その最適な環境が早期に整備されるよう

支援すべきである。 

 

図 3-6 ： 利用用途に応じた通信技術の組み合わせの例 
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【出典】 第２回 WG 資料 2－2 

 

③ 地域での共同利用の促進 

近年の優良事例の中には、地域の ICT 事業者や地方公共団体等が中心となり、地

域共通のデジタル基盤となる ICT サービスを提供する事例が見られる。例えば、射水

では ICT ブイで得られたデータを漁協所属の地元漁師で共有・共同利用する取組が

行われているほか、高知県では県と JA で地元農家が共同利用できるクラウドシステム

を提供しており、それぞれ成果を上げている。 

単独ではデジタル技術の導入が困難な中小企業でも容易にデジタル技術を活用

できるようにするためには、このような取組も参考に、デジタル技術の地域での共同利

用を促進することが有効である。 
 なお、地域の多様なステークホルダーが持ち寄るデータの共同利用については、

（４）で詳述する。 
 

図 3-7 ： 地域での共同利用の例 
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【出典】 第４回懇談会 資料４－４ 

 

④ 地域のICT事業者の参画の促進 

近年シェアを伸ばしている ICT サービスの中には、地域の ICT 事業者の取組が他

地域への横展開に成功した事例も散見される。例えば、福岡市で創業した介護事業

者向けサービスは 400 以上の自治体で採用されるに至ったほか、富山県と三重県の

CATV 事業者が開発したダッシュボードは全国約 30 局の CATV 事業者で実装に至

っている。横展開に成功した要因は様々であるものの、地域に密着することで、サービ

ス利用者等からの生の声をサービス開発に反映できることもひとつの要因と考えられる。 

地域産業の振興という観点からも地域の ICT 事業者の活躍は重要であり、地域課

題の正しい理解とプロジェクトの自走化の担い手として、地域の ICT 事業者の参画を

後押しすべきである。 
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図 3-8 ： 地域の ICT 事業者の取組① 

 

【出典】 第４回懇談会 資料４－５ 
 

図 3-9 ： 地域の ICT 事業者の取組② 

 
【出典】 第４回懇談会 資料４－４ 

 

（２）支援すべき重点分野（ユースケース） 

地域社会の抱える課題が多岐に渡ることを踏まえれば、優先的に支援すべき分野
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を特定することも重要である。例えば、デジタル行財政改革において「急激な人口減

少社会に対応するため、デジタルを最大限に活用して公共サービス等の維持・強化と

地域経済活性化を図る」とされている趣旨を踏まえれば、政府全体として、①マクロ課

題が顕在化し DX の地域ニーズが高い、②DX による効果が大きい、③公共・準公共

サービスの維持・強化又は地域経済活性化に資する取組を優先的に、支援すべきで

あると考えられる。 

この基準に照らした場合、「防災」「モビリティ」「地場産業の振興」に資するユースケ

ースは、支援対象としてとりわけ有力と考えられる。その他、「健康・医療・介護」等の準

公共分野についても、国民生活に密接に関連し、地域経済を支える上で重要な分野

であるため、継続的に状況を注視し、必要な対応策について検討を深めるべきである。 

 

図 3-10 ： 支援すべき重点分野の例 

 
【出典】 第６回懇談会 資料６－１ 

 

（３）プロジェクトを自走させるための管理の在り方 

① ステージゲート管理の強化 

地域社会ＤＸを推進する上では、実証のみを切り出して捉えるのではなく、実装や

展開といった自走化の段階へと続くようにプロジェクトを管理をすることが重要である。

総務省の令和 4 年度調査研究でプロジェクトの自走化へのフローを分析したところ、

「計画策定」「社会実証」「実装・展開」といったステージ毎に達成すべきポイントがある

ことが分かった。例えば、「計画策定」から「社会実証」へとステージが移行する際には

「“特定の地域課題”に取り組む理由が明確になっており、事業主体内でも合意できて

いる」こと等が目指すべき状態として挙げられ、「社会実証」から「実装・展開（自走化）」

へとステージが移行する際には「実装・展開に資するソリューションであるかの“判断・
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意思決定”ができている」こと等が目指すべき状態として挙げられる。 

プロジェクトの自走化までのフローを段階に応じた「ステージ」（計画策定、社会実証、

実装・展開など）に分け、あるステージの終了時に成果の評価とそれによる企業数の

絞り込みを行う多段階型の研究開発支援の方式である「ステージゲート方式」の考え

方も参考に、ステージごとにプロジェクトの振り返りと見直しを行えるようにすることが有

効である。例えば、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第３期「バーチャルエコ

ノミー拡大に向けた基盤技術・ルールの整備＿社会実装に向けた戦略及び研究開発

計画」では、「技術開発」「事業」「制度」「社会的受容性」「人材」の５つの視点それぞ

れで成熟度レベルを設定し、プロジェクトのステージゲート管理を行っており、このよう

な事例も参考になる。 

特に、実証事業を通じて、当初想定した目標が必ずしも達成できなかった場合であ

っても、その要因の分析・評価結果を当該実証事業の成果物として位置付けた上で、

それに基づく振り返り等を行い、得られた知見を蓄積・共有・公開していくべきである。 

 

図 3-11 ： 地域 DX 自走化へのフロー 

 

【出典】総務省「-地域 DX の実現へ-９つの好事例と成功の秘訣」より作成 

 

② 事業性の検証・分析 

これまでの地域社会ＤＸに関する実証事業では、技術的な観点からの検証・分析が

中心であった。しかし、民間で新規事業を企画する際には、目的や解くべき課題等の

事業の「魅力」、技術・規制・運用面の実現性や競争環境等の事業の「実現可能性」に

加え、推進体制やビジネスモデル等の「事業性」も検討の視点に入れることが一般的

である。このような考え方も参考に、提供価値だけではなく顧客価値も重視し、社会実
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証においても「事業性」の観点からプロジェクトを検証・分析することが重要である。 

また、プロジェクトの収益化に向けては、地域のアセットを有効活用することに加え、

ひとつの取組のみで収益を上げるのではなく、コアとなる事業を中心として収益化の

ポイントを増やしていくことも重要である。 

 

図 3-12 ： 民間の新規事業企画における持つべき視点の例 

 

【出典】IDEO Human Centered Design Toolkit を基に作成 

 

（４）データの活用・連携による地域社会の活性化 

① データの活用・連携による分野横断的な課題解決 

地域社会が抱える様々な課題に対して、多様なステークホルダーが持ち寄るデータ

を活用・連携させることで、地域にとって有益なサービスやアプリケーションが創出され、

より適切な解決策を打ち出すことができると考えられる。特に、分野横断的な課題こそ、

様々なデータを蓄積・連携させたうえ、分析に基づく適切な対策を打ち出すことで、よ

り効果を発現させることが期待される。例えば、岡崎市では、センサーやカメラなども活

用しながら、イベントにおける人流データや天候データ、市の保有するオープンデー

タなどを集約・連携させる機能を設け、観光や商店の活性化、渋滞緩和や警備計画の

見直しなどを通じて、中心市街地の賑わい創出を進めている。 

こうしたデータの活用・連携による地域社会の活性化には、周辺領域における相乗

効果を念頭に、ユースケースや地域課題を起点として、最適な通信ネットワークやセン

サー等を組み合わせるほか、地域社会により、デジタル化の進展度合いや取組みは

異なり、例えば、事業の構想、体制構築、データ収集、データ連携・活用など、様々な

段階に応じて、必要な要素を段階的に支援していくことが有効である。 
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② パーソナルデータの安全・安心な利活用 

データ活用・連携を進めていく上では、安全・安心なデータ流通の仕組みを構築す

ることも不可欠である。特にパーソナルデータについては、前述のとおり、健康・医療

サービスの高度化をはじめ、様々な住民サービスの向上に資することが期待される。こ

のため、パーソナルデータの更なる利活用を図るべく、個人データの取扱いに関する

安全管理規程等において、例えば、データ利用の適切性をチェックする諮問体制や

利用者個人のコントローラビリティを確保する機能など、パーソナルデータの利活用に

関する住民の不安感を解消するための仕組みを整えることが重要である。こうした仕

組みの検討に当たっては、実効的なコントローラビリティを高めてパーソナルデータの

流通・活用を促進することを目的とした「情報信託機能の認定に係る指針」を参照する

ことも有効であると考えられる。 

③ 自走化に向けたステークホルダー間連携やアジャイル開発を可能とするプロセス 

データを活用して広域で多様なサービスを地域社会で実装・自走させていくには、

様々なステークホルダーが連携・協力しながら、地域課題に応じたサービスを見直し、

振り返り、実装していく仕組みが重要である。 

例えば、豊岡市では、市が掲げるビジョンに基づき、市や民間基金が中心となって

設立された任意団体、シビックテック、金融機関など様々なステークホルダーが協働し

ながら、ＩＣＴやデータを活用することで、Well-Being の向上を図るコミュニティを構築し、

交通・福祉・防災等の分野を中心に様々なプロジェクトを進められている。その中では、

地域のデータが如何に作成、流通、活用されていくか、データ連携基盤を中心に様々

なアプリケーションを含め、誰が運用し、サービスを作っていくか解像度を高めた上で、

課題の特定、解決策のプロトタイプの試行、振り返りを繰り返すことで、合意形成、サ

ービス実装につなげていくことに重点が置かれている。 

このように、自走化可能なモデルケース創出のためには、ステークホルダーとの連

携や伴走支援を受けながら、地域課題に応じて地域データを組み合わせてアジャイ

ルにアプリケーションを検討しては、見直すといったプロセスを経ることが有効である。 

④ データを活用したサービスの創出を支えるデジタル基盤 

こうした地域社会の課題を解決するサービスの創出を下支えするには、ユースケー

スや取り扱うデータに応じて、より効率的・効果的にデジタル基盤を構築・活用すること

が求められる。 

データ連携基盤については、現在、政府全体として、活用領域に応じて、都道府県

における共同利用を促進しているところ、これを前提とした上で、ユースケースに応じ

て、拡張性を担保しつつ、プラットフォームのスモールスタートが可能な仕組みとするこ

とで、徐々にサービスやユースケースの拡大を促していくことが有効であると考えられ
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る。 

また、関係省庁とも連携しながら、インターフェイス等における標準化領域の拡大や

アプリケーションのモデル化等を図ることでサービスの使い込みが進む仕組みづくりに

も留意すべきである。 

 

（５）地域の先進事例の他地域への普及方策 

① SaaS型サービスモデルの促進 

前述の事例分析を踏まえると、地域の ICT 事業者が社会実装や他地域への横展

開に成功している事例の多くは、SaaS 型のサービスモデルであることが分かる。これ

は、SaaS はオンプレミスで個別にシステムを開発・整備・運営していくよりも低コストで

サービス展開することが可能であり、大手事業者と比較して営業力に劣る地域の ICT
事業者にとっては、横展開を図りやすいサービスモデルであることもその一因であると

考えられる。 
このため、SaaS 型サービスモデルの実証を支援するなど、サービスの横展開を見

据え、SaaS 型サービスモデルを促進すべきである。 
 
図 3-13 ： SaaS 型サービスモデルの例 

 
【出典】第４回懇談会 資料４－２ 
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② 情報発信の強化 

地域の先進事例の他地域への普及のため、各自治体の事業担当部局が地域社会

のデジタル化に係る事業を検討・実施する際に参考となるような事例を掲載した「地域

社会のデジタル化に係る参考事例集」の公表や、好事例の成功要因を分析した「９つ

の好事例と成功の秘訣」の公開、地方公共団体等の担当者向けのセミナーの開催な

ど、従前より優良事例等の情報発信は行われてきたところだが、前述のとおり多くの地

方公共団体の担当者が情報不足を感じているという実態がある。このような実態を踏ま

え、これまでの実証事業等の成果を整理した上で、失敗事例の共有等も含め、担当

者のニーズに沿った情報を適切の発信できるよう、情報発信を強化するとともに、その

取組を随時見直していくべきである。 

 

図 3-14 ： 総務省におけるこれまでの情報発信の例① 

「地域社会のデジタル化に係る参考事例集」掲載例 

 

【出典】総務省「地域社会のデジタル化に係る参考事例集［第 3.0 版］」 
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図 3-15 ： 総務省におけるこれまでの情報発信の例② 

 

【出典】第７回懇談会 資料７－１ 
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第４章 地域のデジタル化を支えるデジタル人材の育成・定着の方法 

１．論点 

本検討項目では、次の３つの論点に基づき、検討を行った。 

（１）地域社会DXに求められる人材像 

・地域社会 DX を推進する人材にはどのような能力が求められるのか。DX の推進と

サイバーセキュリティ対策の両立が必要ではないか。 

・求められる人材像に沿った人材をどのように育成すべきか。 

 

（２）限られたデジタル人材の有効な活用策 

・すべての地域で DX について十分な知見・経験を有するデジタル人材を配置する

ことは困難であるとの認識の下、限られたデジタル人材をどのようにすれば有効

活用できるか。 

 

（３）デジタル人材が地域に定着するための受け皿づくりの在り方 

・テレワークの活用など地域の大学や企業等と連携して取り組めることはないか。 

 

２．現状・課題 

全国津々浦々で地域のデジタル化を進めていく上では、社会変容の先駆的な原動

力となり得るＤＸを自治体の行政改革や地域社会の課題解決に取り込むことが必要で

あり、その担い手となるデジタル人材が不可欠である。 

地域社会ＤＸを進める上では、その担い手となるデジタル人材が不可欠であるとこ

ろ、地域社会においてデジタル人材が不足していることが、デジタル技術の活用が地

域課題解決に結びついていない要因の一つと考えられる。 

総務省が都道府県・市区町村の情報通信部局を対象として行った「地域における

デジタル技術の導入・活用状況等調査」においては、７割を超える団体がデジタル技

術の導入を検討する際の課題として「デジタル技術の導入・運用計画を策定できる人

材の不足」を挙げており、デジタル人材の地域への供給が不足している。 
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図 4-1 ： デジタル技術の導入を検討する際の課題 

（地方公共団体向けアンケート結果） 

 

【出典】総務省「地域におけるデジタル技術の導入・活用等調査」を基に作成 

 

① 人材の不足・偏在 

デジタル分野の専門知識を有する人材は総数が不足しており、例えば、経済産業

省が実施した調査によると、今後需要の増加スピードが供給の増加スピードを上回る

ことにより、中位シナリオにおいても 2030 年には約 45 万人の人材不足が見込まれて

いる。 
また、こうした人材は都市部への集中が指摘されており、都道府県別に人材の所在

をプロットした場合、現状では約 60％が東京圏に集中していることがわかる。 
このようにデジタル人材が絶対数として不足していることに加え、その人材が一部地

域に集中していることにより、地域社会への人材の供給が十分に行われていないこと

が地域社会ＤＸを進める上での課題の一つとなっている。 
  

81.0%

83.7%

70.4%

29.2%

24.3%

41.1%

18.2%

9.0%

4.0%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

１ 導入経費に係る予算の不足

２ 運用経費に係る予算の不足

３ デジタル技術の導入・運用計画を策定できる人材の不足

４ 他地域におけるデジタル技術の導入例・効果に関する情報…

５ 課題解決に資するデジタル技術の提供企業に関する情報…

６ 推進体制の欠如（体制構築が困難）

７ 利害関係者間の調整が困難

８ 住民理解の欠如

９ その他

デジタル技術の導入を検討する際の課題
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図 4-2 ： デジタル人材の需給ギャップ 

【出典】 経済産業省委託事業-IT 人材供給に関する調査-調査報告書 

 
図 4-3 ： デジタル人材の偏在状況 

 
【出典】第３回懇談会 資料３－１ 
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② 地域社会DXに求められる人材像が不明確 

地域社会におけるデジタル人材の不足が指摘される一方、「デジタル人材」と言っ

た場合に、地域社会においてＤＸを進めていく上で、具体的にどのような能力を有し、

どのような役割が期待される人材を指すのか、あるいはどのような組織においてそうい

った人材が不足しているのかといった観点からの詳細な分析は十分になされてこなか

った。このため、地域社会に求められている人材をミスマッチなく供給し、限られたデジ

タル人材を地域社会に適切に確保していく観点からは、求められる人材像についてそ

の期待される役割や能力等を具体化することが必要である。 
求められる人材像の具体化に当たっては、地域社会ＤＸを推進するプロセスの各段

階において、どのような能力が必要とされるかに着目して整理することが考えられる。

一般的に、地域社会ＤＸを推進する上では、「地域課題の特定」「ソリューションの開発」

「ソリューションの運用」等のプロセスを経ることが想定されるが、例えばソリューション

の開発者と運用者では求められる能力が異なると考えられる。 
このため、地域社会ＤＸに求められる人材像を特定する上では、まずはＤＸが推進

されるプロセスを細分化し、各段階に関与する人材がどのような立場から、どのような

貢献を求められているかとの観点から分析を行うことで、各人材に必要なスキルを特

定し、当該人材がどういう組織において求められるかを検討することが考えられる。 

③ 地域社会におけるデジタル人材確保の考え方 

これまで地域社会ＤＸに求められる人材像が明確でなかったことに起因して、求め

られる人材像の類型ごとに、どのような方法で人材確保を進めていくのかといった考え

方についても必ずしも明らかではなく、検討が必要である。特に日本全体で官民を問

わずデジタル人材が不足し、中でも小規模な市町村では自治体を含めた地域社会の

ステークホルダーにおいて人材の確保が難しい傾向がある中で、全国どこであっても

効果的かつ効率的に、デジタル人材を確保できるようにする観点から考え方を整理す

る必要がある。デジタル人材の確保方法としては、具体的には、地域における人材育

成により人材を確保する方法や、地域の外から人材を流入させる人材シェアリング等

により必要な人材を確保する方法が考えられるところ、各人材に求められるスキルに応

じて、育成に要する期間や条件に適合する既存人材の多寡等が異なることを踏まえ

れば、最適な人材確保策は求められる人材によっても異なると考えられる。こうした観

点から、地域社会ＤＸに求められる人材像の具体化に合わせて、各人材をどのように

確保することがよいかとの考え方についても明確化することが必要である。 
その際、特に地域社会ＤＸの実現に求められる全ての人材を地域で育成することは

少なくとも短期では現実的ではないと考えられるところ、主に地域において育成すべき

人材と主に人材シェアリング等によって対応すべき人材の区別を明確にすることが重

要である。 
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④ デジタル人材の育成方法が不明確 

地域社会ＤＸを推進する上では、自治体の職員のみならず、組織の枠を超えて

様々なステークホルダーの連携が必要である。こうした観点からは、地域の地場企業

の職員等、地域の事情を熟知し、多様なステークホルダーと連携できる人材に対し、

一定のデジタルスキルを付与した上で、地域社会 DX を主導する役割を担ってもらう

ことが有効と考えられる。 
こうした人材は、地域事情に精通していることが重要であることから、地域における

人材育成の視点がますます重要になるが、人材育成には一定の期間を要することや、

地域社会でデジタル人材を育成する際に有効な手法が必ずしも確立していないことを

踏まえれば、まずはこうした人材に求められるスキルを明確化するともに、育成手法に

ついても検討することが必要である。 

⑤ 既存デジタル人材の有効な活用策が不明確 

地域社会ＤＸに求められる人材について、例えば、市町村単位の地域社会で人材

を確保・育成する取組には限界があり、地域による育成に依らない人材については、

他の地域社会との間でシェアリングを行う視点がますます重要になっている。このため、

地域社会のニーズを踏まえて、また、求められる人材の役割や特徴に応じて、必要な

人材を適切にマッチングするための環境を整理することが望ましい。 
また、総務省が実施している地域への人材シェアリングスキームのうち、ＤＸの推進

を主な目的とするものとしては、自治体を対象とする「外部人材リスト」及び自治体等か

らの求めに応じてＩＣＴの知見、ノウハウ等を有する専門家を派遣する「地域情報化アド

バイザー」があるが、これらの制度についても課題が指摘されている。 
 
（外部人材リスト） 
総務省では、自治体ＤＸの推進に当たって、外部から人材を供給する場合に当該

人材が備えておくべきスキル・経験を類型化した「自治体 DX 推進のための外部人材

スキル標準」を策定している。「外部人材リスト」は当該スキル標準に基づいて公募・選

定された人材を一覧化し、自治体に提供することで当該自治体における外部人材の

任用を目指すものである。 
今般、「外部人材リスト」の取り寄せを行った自治体を対象に実施したアンケートに

基づき選定した８自治体にヒアリング調査を実施したところ、次の課題が指摘された。 
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図 4-4 ： 外部人材リストの主な課題 

課題 主な意見 

① 欲しい人材が登録されて

いない 

・アドバイスが得意な人材が多く、事業推進力のある人材

が少ない印象を受けている。具体的に事業推進力を活か

せる分野が記載されているとよい。 

② 登録者数が少ない ・外部人材リストでは 20 人ほど登録されていた認識だが、

絶対的な母数が足りない。 
・登録者数が多く選択肢がある状態が望ましい。やり方に

よってはオンラインで業務を実施できることもあるので多く

の人材が登録されていると使いやすくなるのではないか。 

③ 常勤/地方で勤務可能な

人材が少ない 

・外部人材リストにある人材はそれぞれ魅力的な要素があ

ったが、常勤の可否や勤務地などの勤務条件が合わず採

用に至らなかった。 

④ 外部人材の活動実績等

が不明 

・登録者情報シートに活動実績を列挙しているが、文面以

上の内容が分からない。活動実績で具体的に果たした役

割・貢献の内容等を記載して欲しい。 

⑤ 他団体との兼任状況が不

明 

・実際に DX アドバイザーの人材との日程調整に苦労した

経験したため、外部人材の稼働可能時間の情報があれば

よい。他の団体との兼任状況が分かるとよりよい。 

⑥ 求める報酬が不明 ・求める報酬や現状の報酬水準があると任用を検討するう

えで参考になるのではないか。 

⑦ 登録者の評価に関する情

報が欲しい 

・登録された外部デジタル人材が保有するスキル及びスキ

ルに対する評価情報があるとよい。 

【出典】第７回懇談会 資料７－１ 

 
（地域情報化アドバイザー） 
地域情報化アドバイザーは、デジタル技術を地域の課題解決に活用する取組に対

して、自治体等からの求めに応じて、ICT の知見、ノウハウを有する専門家を派遣し、

助言・提言・情報提供等を行う制度である。 
派遣対象は ICT を用いて地域課題の解決を目指す取組を行っている地方公共団

体及び地方公共団体または総合通信局等からの推薦を受けた NPO 法人、大学、商

工会議所等となっているが、具体的な課題や対応策は各産業等により異なることもあり、
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地域社会ＤＸを推進する観点からは、これらに加え、個別の地場企業への派遣を望む

声も寄せられている。また、地域情報化アドバイザーの派遣実績を分析したところ、本

来期待されている、ICT を活用した地域社会づくりを行う個別プロジェクトの組成支援

やフォローアップ等に活用される事例が乏しく、地域におけるＤＸ機運醸成のための

研修等の利用が太宗を占めている点も課題として指摘されている。 
 
総務省では、上記のようなデジタル人材のシェアリングスキームの運用に加え、自治

体に必要なデジタル人材の確保・育成については、地方財政措置を講じるとともに、

専門アドバイザーの派遣や、自治大学校等の関係機関における研修の充実、地域社

会ＤＸを含む地域の活性化を目的とした各種人材派遣施策等にも取り組んでいる。地

域社会ＤＸを推進する上では、こうした取組とも連携しながら地域へ必要な人材を供

給することが必要である。 
 
図 4-5 ： 地方財政措置によるデジタル人材確保支援 

 
【出典】第７回懇談会 資料７－１ 
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図 4-6 ： 地域への人材派遣施策等 

 
【出典】第７回懇談会 資料７－１ 

 

⑥ デジタル人材の地域への定着 

地域社会ＤＸの担い手であるデジタル人材を確保する前提として、地域に人材を定

着させる取組も有効と考えられる。前年度比で転出超過となっている自治体は 2022
年時点で６割を超えており、ＤＸ人材を含む人材の定着策を講じることは急務となって

いる。 
この点、テレワークは、勤務地域の制限をなくすことにより、就業者が個人の事情等

に応じて地元地域で働くことを可能にするとともに、企業に対しても求める人材を全国

から幅広く募集・採用することを可能とする施策であり、こうした取り組みを含め、テレワ

ークの普及・啓発を進めることで、デジタル人材を含む人材が地域に定着するための

土壌を作ることができると考えられる。 
一方、テレワークについては、令和２年以降、新型コロナウイルス感染症の拡大に

際して、その有用性が社会に認識され、多くの企業・団体等において活用されるように

なったが、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行等に伴い、一部では出社回帰

の傾向が見られ、現在、普及状況は都市部を中心に減少局面に転じている。今後、テ

レワークの普及・定着を促進する観点からは、デジタル人材の地域への定着策として

のテレワークの活用など、新たな有用性を提示し、広めていくことが必要と考えられる。 
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図 4-7 ： 人材の流出とテレワークの意義 

 
【出典】第７回懇談会 資料７－１ 

 
図 4-8 ： テレワークの普及状況 

 
【出典】総務省「令和 4 年度通信利用動向調査」  

  ※調査対象：常用雇用者規模 100 人以上の企業＜導入していると回答＞ 

  ※「都市部」：南関東、近畿、東海地域、 「地方部」：南関東、近畿、東海以外の地域 
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３．対応の方向性 

（１）地域社会ＤＸ推進を目指す地域におけるデジタル人材確保に向けた

考え方の整理 

地域社会ＤＸの推進を目指す地域におけるデジタル人材確保方策を検討する上で

は、まずは地域社会ＤＸのプロセスを特定した上で、プロセスの各段階において求め

られるスキルや人材像を整理し、人材の特性に応じた人材確保の考え方を検討するこ

とが適当である。 

① 地域社会DXプロセスの特定 

地域社会ＤＸが推進されるプロセスを特定する上では、過去の成功事例の分析を

通じ、どのような段階を経てＤＸが実現されるかを一般化することが有効と考えられる。 
例えば、長野県塩尻市においては民間委託バスのサービスが維持困難となることを

受け、ＡＩを活用したオンデマンドバスサービスが提供されているが、本事例では市内

のモビリティニーズ分析等を通じて課題を特定し、開発は外部の人材から協力を得つ

つ、地域の人材で運用を実施しており、当初の想定を超える需要が獲得されている。 
 
図 4-9 ： 地域社会ＤＸのプロセス 

 
【出典】長野県塩尻市のるーと塩尻プレスリリースを基に作成 

 
こうした成功事例における地域社会ＤＸプロセスを一般化すると「機運醸成」「課題

特定」「ビジネスモデル企画」「プロダクト企画」「開発」「運用・メンテナンス」「ＵＸオペレ
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ーション」「利用」といった段階に細分化することができる。 
さらに、成功事例においてプロセスの各段階に関与している人材を分析すると、「デ

ジタル人材」の求められる要素のうち、地域社会の変革を主導する「Ｘ人材」とデジタ

ル技術に関する知見を有し、ソリューションの開発等を主導する「Ｄ人材」とに分類して、

それぞれが関与すべき段階を検討することで、より精緻に求められる人材像を特定す

ることが可能となる。例えば、地域社会ＤＸの「機運醸成」や「課題特定」、「ビジネスモ

デル企画」、「ＵＸオペレーション」等の段階は主にＸ人材が主導することが適当である

のに対し、「プロダクト企画」や「開発」「運用・メンテナンス」等の段階は主にＤ人材が

主導することが適当であると考えられる。 
 
図 4-10 ： 各プロセス詳細と求められる人材像 

 

【出典】第７回懇談会 資料７－１ 

 

② 各段階で求められるスキルの特定 

上記で特定した地域社会ＤＸの各段階において関与が求められる人材について、

より具体化すると、例えば以下のような人材の関与が望ましいと考えられる。 
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図 4-11 ： 各段階において求められる人材の例 

 

【出典】第７回懇談会 資料７－１ 

 

こうした各人材にどのようなスキルが求められるかについては、引き続き事例分析を

行いながら、例えば、経済産業省の定める「デジタルスキル標準（ＤＳＳ）」なども参照し

つつ特定することが適当と考えられる。その際、特に地域社会ＤＸを推進する上では、

特にX人材については構想・デザイン・マネジメント等に関するスキルが重要であると

の指摘や、高度なスキルを有したスペシャリストではなく、複数の分野に一定程度精通

したジェネラリストが求められているとの指摘も踏まえ、地域社会ＤＸを推進する上で、

必要最低限のスキルは何かとの観点から分析を行うことが適当である。また、その際に

は、X人材とD人材とが分断されるのではなく、それぞれの専門性はありつつも、ＤＸ双

方にまたがる視野で議論ができる人材が必要との指摘にも留意する必要がある。 

  



 

51 
 

図 4-12 ： デジタル人材に求められるスキルのマッピングの例 

 

【出典】第３回懇談会 資料３－２ 

 

また、地域社会ＤＸの推進に当たっては、十分なセキュリティの確保が必要不可欠

であることを踏まえれば、ＤＸのいずれの段階に関与する人材であっても一定のセキュ

リティスキルが求められると考えることが適当である。 

さらに、今後地域においてもクラウド移行が見込まれることを踏まえれば、クラウド化

に向けたスキルについても求められると考えることが適当である。 

③ デジタル人材確保に向けた考え方の整理 

地域社会ＤＸが推進されるプロセスや各段階において求められるスキルに基づき、

必要となるデジタル人材を地域がどのように確保していくべきかについての考え方を

整理することは、地域社会ＤＸを目指す地域にとって有益である。考え方の整理に当

たっては、地域事情に精通している必要があるか等の各人材に求められる要件や遠

隔地からでも参画が可能であるか等の各人材に求められる地理的特性を踏まえて、

人材を確保する上での考え方をガイドブックに整理し、地域に共有することが適当で

ある。 
例えば、「地域課題の特定」や「ＵＸオペレーション」等の段階を主導するＸ人材に

ついては、地域事情や地域が抱える課題に精通していることが望ましいことや、「ＵＸ

オペレーション」段階においては地域への常駐が望ましいことを踏まえれば、外部人

材の短期的なシェアリングによって対応することは困難であり、地域における育成を通

じて人材確保することが適当と考えられる。また、特に地域においてデジタル人材を育

成する場合については、各個人が自身のキャリアデザインを展望できるようにする必
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要があるとの指摘を踏まえ、地域においてキャリアパスイメージを明確化すべきである

点に留意が必要である。 
ただし、地域の「地域課題の特定」については、地域の事情に精通した者のみなら

ず、様々な地域DXの実例に精通した外部の人材による課題抽出やファシリテーショ

ンも有効であるとの指摘もあることから、特に「地域課題の特定」は、地域において育

成した者を軸としつつ、外部の人材による課題抽出やファシリテーションを組み合わせ

ることで推進することが適当である。 
また、「開発」等の段階を主導するＤ人材については、全国的にＩＴ人材の絶対数が

不足している現状に鑑みれば、中長期的には地域においても育成することが望ましい

ものの、ソリューションの開発等は遠隔地からでも対応可能であり、地理的制約を受け

にくいことから、短期的には必要に応じて都道府県単位/全国単位で人材シェアリング

をすることで対応することが適当である。 
こうしたデジタル人材確保に向けた考え方や留意点については、ガイドブックに整

理し地域へ展開することが考えられる。 
 

（２）地域社会へのデジタル人材の供給 

デジタル人材確保に向けた考え方の整理と並行して、現行のデジタル人材供給施

策の見直し・強化を進めることが適当である。 

具体的には、デジタル人材を供給する方法として、地域における人材育成を行う方

法と都道府県単位/全国単位で人材をシェアリングする方法が考えられるところ、人材

育成には一定の期間を要することを踏まえれば、短期的には既存人材のシェアリング

を効率化するとともに、中長期的には人材育成の考え方を整理した上で地域における

育成を進めることが適当である。 

① 人材シェアリングスキームの見直し 

自治体及び地域社会を対象とした人材シェアリングスキームとしては「外部人材リス

ト」や「地域情報化アドバイザー」などがあり、派遣対象、期間、目的等が異なることか

ら、例えば、各人材スキームの役割や特徴を整理した上で、地域の求めに応じて人材

のシェアリングを行う「人材のハブ機能」を果たす枠組を検討することが考えられる。 
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図 4-13 ： デジタル人材ハブ機能のイメージ 

 

【出典】第７回懇談会 資料７－１ 

 

その上で、「外部人材リスト」及び「地域情報化アドバイザー」等の個別施策につい

ては、現在寄せられている課題を踏まえ、見直しを行うことが適当である。 

具体的には、「外部人材リスト」については、「登録者数が少ない」「登録人材の活動

実績等が不明」「登録者の評価に関する情報が欲しい」との意見が多く寄せられたこと

を踏まえれば、例えば、募集期間の延長を通じた外部人材の量的拡大や、登録され

た人材について、デジタルスキル標準（ＤＳＳ）への対応により、登録者の有するスキル

が明らかとなるようするなどの質的改善を行うことが考えられる他、自治体ＤＸと地域社

会ＤＸが連携して推進されるべきことを踏まえつつ、「外部人材リスト」に求められる役

割を整理することも考えられるのではないか。 

また、「地域情報化アドバイザー」については、個別の地場企業への派遣も有効で

あるとの指摘や、用途の太宗が研修等になっているとの指摘を踏まえれば、例えば、

派遣対象の拡大や、業務の拡大などを行うことが考えられるのではないか。 
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② 人材育成の考え方 

「地域課題の特定」等を担う X 人材については、地域内で育成することも選択肢の

一つであるところ、求められるスキルを地域の人材に付与するための方法論を整理す

ることが必要と考えられる。その際、例えば、自治体においてデジタル人材育成に成

功した事例を参照しながら、地場企業等を含む地域社会における人材育成用のプラ

ンやプログラムを検討することが考えられる。 

人材育成について検討する上では、デジタル技術の進歩が早い点にも留意が必

要であり、既に一定の知見を有している人材に対するリカレント教育についても並行し

て検討することが必要である。 

 

図 4-14 ： 広島県における人材育成施策 

 
【出典】第３回懇談会 資料３－３ 

 

また、地域社会 DX を担う人材には一定のセキュリティスキルが求められることが指

摘されており、サービスを提供する上での日頃からのセキュリティ上の課題を把握し対

策を講じるためのスキルとともに、インシデント発生時の的確な対応が必要になること

から、地域の関係者で情報を共有しセキュリティの知見やノウハウを共有する枠組み

である地域 SECUNITY の活動や、インシデント対応を行う CSIRT の能力向上を図る

実践的なサイバー防御演習 CYDER といった人材育成の取組とも連携を図りながら、

自治体をはじめとする地域全体のセキュリティスキルの底上げを図っていくことが適当

と考えられる。 
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図 4-15 ： セキュリティスキルの育成施策（CYDER） 

 

【出典】第６回懇談会 資料６－２ 

 

（３）人材の定着に向けた取組 

地域のデジタル人材がテレワークを活用して大都市圏の企業に勤めることは、①大

都市圏の企業にとってデジタル人材を確保することができる方策であるのみならず、

②地域のデジタル人材にとっても時間や場所の制約なく、地元での勤務希望を叶え

つつ、大都市圏の企業で働くことができる方策であることを踏まえれば、地域へのデジ

タル人材の定着・滞留策としてテレワークを活用することは有効である。例えば新潟県

長岡市においては、地元の教育/研究機関等との連携や企業誘致を通じてテレワーク

を活用した新たなワークモデルを創出している。 
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図 4-16 ： テレワークの活用による地域への人材定着策の例 

 

【出典】第７回懇談会 資料７－１ 

 

このようにテレワークを活用した遠隔・地域就職の普及に向けて、先行事例の更な

る創出や好取組事例の収集・表彰を行い、各地域や大都市圏の企業に対して発信し

ていくとともに、全国的な取組の拡大を図るための普及促進の方策について更に検討

を進めることが適当である。また、このような地域へのデジタル人材の定着策としてテレ

ワークの活用を検討し、推進するにあたっては、進出する企業、自治体及び教育/研

究機関等が互いに協力・連携することが有効であり、次章に示すような地域社会にお

けるＤＸ推進体制の下、取組を進めることの検討が求められる。 
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第５章 地域社会ＤＸの推進に向けた関係者の推進体制構築の在り方 

１．論点 

本検討項目では、次の３つの論点に基づき、検討を行った。 

（１）地域社会ＤＸの担い手となるキーパーソンの確保方策 

・地域の実情をよく知るプレイヤーにはどのような主体がおり、どのような主体がＤＸ

の中核となるべきか。 

・キーパーソンとなるべき人材を巻き込んでいくためにはどうすれば良いか。 

（２）持続可能な推進体制の在り方 

・民産学官金から、どのような地域のステークホルダーが参画すべきか。 

・各主体が当事者意識を持ち、自律的に運営されるためには、どのような仕掛けが

必要か。 

（３）推進体制構築のための支援の在り方 

・各地域で持続可能な連携体制を構築するため、国はどのような支援をすべきか。 

 

２．現状・課題 

① 地域社会におけるＤＸ推進体制の欠如 

 総務省が都道府県・市区町村を対象に実施した調査では、約４割の団体が「推進体

制の欠如（体制構築が困難）」をデジタル技術導入の際の課題として挙げており、地域

内での推進体制が構築できていないことが、地域社会のデジタル化を妨げる要因の

一つとなっている。 
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図 5-1 ： デジタル技術導入の際の課題（地方公共団体向けアンケート結果） 

 

【出典】 総務省「地域におけるデジタル技術の導入・活用等調査」を基に作成 

 

② 地域社会ＤＸの担い手となるキーパーソンの確保方策 

地域社会ＤＸを推進する上では、地域のステークホルダーがビジョンや目的意識を

共有した上で、地域の適切なステークホルダーを巻き込み、役割を明確化することが

必要である。地域社会ＤＸが機能しない要因として、関係者間で「目的意識の不一致」

がある場合や、関係者の間での「曖昧な役割分担による手戻り」がある場合などが挙

げられている。 
 

図 5-2 ： 地域社会ＤＸを進める上での落とし穴① 

 
【出典】総務省「-地域 DX の実現へ-９つの好事例と成功の秘訣」より作成 
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地域社会における適切なＤＸ推進体制を構築するためには、まずはどのようなステ

ークホルダーをＤＸ推進体制に巻き込むか、各ステークホルダーにどのような役割を与

えるかを明確にすることが必要と考えられる。特にＤＸ推進体制には、「地域社会が抱

えている課題は何か」「地域社会が抱えている課題のうちＤＸによって解決しうるものは

どれか」といった「地域課題の特定」が期待されているところ、参加者による「地域課題

の特定」が効果的に行われるためにはどのような仕掛けが必要かといった点について

の共通理解を醸成することも有効と考えられる。 
また、地域社会ＤＸを推進する上では、地域課題を自分事として捉え、ＤＸを主体的

にリードするとともに、様々な関係者のハブとなる”キーパーソン”の存在が不可欠との

指摘があるところ、どのような主体が”キーパーソン”としての役割を果たしうるのかにつ

いて分析が必要である。 

③ 持続可能な推進体制の在り方 

上記の他、地域社会ＤＸが進展しない要因として、ステークホルダーの離脱や他地

域との情報ネットワークの不足が挙げられる。こうした観点からは、DX 推進体制につ

いては、一過性のものではなく長期的に持続可能な体制とすることや、特定の地域内

で関係者を巻き込むのみではなく、他地域との間でも情報共有体制を構築することが

必要と考えられる。また、地域社会 DX を推進する上では、自治体 DX の取組とも

連携することが必要である。自治体 DX に関しては、令和 7 年度中に全都道府

県において都道府県と市町村が連携した推進体制を構築し、その中でデジタル

人材のプール機能を確保できるよう、国としても支援強化を図っていくことと

されており、こうした体制の下で、共通する地域課題のＤＸによる解決について

も検討が進められることが期待される。   
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図 5-3 ： 地域社会ＤＸを進める上での落とし穴② 

 
【出典】総務省「-地域 DX の実現へ-９つの好事例と成功の秘訣」より作成 

 

④ 連携体制構築のための支援の在り方 

ＤＸ推進体制の構築については、地域デジタル基盤活用推進事業の一環である

「推進体制構築支援」において、本年度から都道府県と市町村等の間の推進体制構

築の支援を実施している。本年度の支援の結果及び本懇談会における議論の結果を

踏まえ、支援方法について改善することが考えられる。 
 

３．対応の方向性 

（１）地域社会における推進体制構築に関する考え方 

① ＤＸ推進体制に関与すべきステークホルダー 

 地域社会ＤＸの成功事例の分析を通じ、地域社会ＤＸを推進する上では、自治体職

員が中心となり、特定分野の知見を持った企業・教育/研究機関・地域金融機関・地域

メディア等が関与することが有効であると明らかとなった。 

 例えば、兵庫県豊岡市では地域金融機関やシビックテック、福井県においては地域

金融機関と地域メディア、長野県においては教育/研究機関が関与したことで、地域

社会ＤＸに成功している。 

 地域金融機関は地域の金融の流れを把握していることから、地域課題の特定に貢

献するとの指摘があった。また、地域メディアについても地域の事情に精通しているこ
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とにより地域課題の特定に貢献するほか、取組の周知・広報を通じた住民の巻き込み

等の役割が期待できる。教育/研究機関については、大学構内でテストベッドを提供し

ている事例が見られたほか、地域の若者・学生の育成・定着といった観点から貢献す

ることが期待できる。 

 このほか、地域社会ＤＸを推進する上では、総合通信局等が関与することにより、Ｄ

Ｘに必要な通信環境整備のための支援をすることや管内の先行事例の整理・共有等

が可能になると考えられる。 

 以上を踏まえれば、地域金融機関や地域メディア、教育/研究機関を巻き込んだＤＸ

推進体制を構築することが有効であると考えられる。 

② ＤＸ推進体制におけるキーパーソン 

 ＤＸ推進体制において、地域課題を自分事として捉え、ＤＸを主体的にリードするとと

もに、様々な関係者のハブとなる”キーパーソン”の役割は、まずは自治体職員が想定

されるが、このほか地域事情に精通した地場企業や教育/研究機関が果たす場合が

あることが明らかとなった。 

③ 地域課題の発見・深堀手法 

 地域課題の発見・深堀手法については、住民をはじめとする地域コミュニティを交え

たヒアリング・ワークショップ等を通じた課題の発見やアイデア出し、プロトタイピング、

振り返り、合意形成等のプロセスの反復による深堀が有効であると考えられる。 

④ 定着・横展開 

 成功事例の分析を通じて、特定の地域で成功した地域社会ＤＸの取組が他の地域

へ波及する上では、利便性の向上やコストの低減などの導入効果について広く周知

するとともに、ＤＸに伴う住民不安を取り除くことが重要であることが明らかとなった。こう

した観点からは、成功事例を他の自治体に対して共有していくとともに、住民の不安

感情に丁寧に対応することが地域社会でＤＸを進めていく上で有効であると考えられ

る。 
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図 5-4 ： 地域社会ＤＸ推進体制の例①（兵庫県豊岡市） 

 
【出典】第２回懇談会 資料２－１を基に作成 

 

図 5-5 ： 地域社会ＤＸ推進体制の例②（福井県） 

 

【出典】第３回懇談会 資料３－４ 
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図 5-６ ： 地域社会ＤＸ推進体制の例③（信州） 

 

【出典】第３回懇談会 資料３－５ 

 

図 5-7 ： 地域社会ＤＸ推進体制の例④（高知県） 

 

【出典】第４回懇談会 資料４－２を基に作成 
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図 5-８ ： 地域社会ＤＸ推進体制の例⑤（大田区） 

 

【出典】第４回懇談会 資料４－５を基に作成 

 

図 5-9 ： 地域社会ＤＸ推進体制の例⑥（富山県） 

 
【出典】デジタル行財政改革 第２回課題発掘対話資料を基に作成 
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（２）関係者の推進体制構築の支援 

総務省においては、地域デジタル基盤活用推進事業の一環として、本年度より都

道府県と市町村等の推進体制構築の支援を開始しているところ、本懇談会の議論の

結果や実際に当該支援を活用した地域からの声を踏まえて、必要に応じ改善を行うこ

とが適当である。 

例えば、今回の成功事例分析を通じ、地域社会ＤＸの推進体制に地域金融機関、

地域メディア、教育/研究機関等を関与させることが有効であるとの仮説が立てられた

ところ、こうしたステークホルダーが含まれる推進体制について優先的に支援を行うと

ともに、各主体が地域社会ＤＸにどのような役割を果たすことが望ましいのかについて

検証することが考えられる。特に地域金融機関、地域メディア、教育/研究機関等が含

まれる推進体制構築を支援する取組を通じて、各ステークホルダーがＤＸ推進体制の

中でどのような役割を果たすべきかについてモデル化し、後述のガイドブックにおいて

広く共有することは他地域におけるＤＸの取組を後押しすることにつながるものと考え

られる。 

 

（３）ＤＸ推進体制のモデルの共有 

本懇談会において分析できた事例は限定的であること及び地域社会ＤＸを横展開

する観点からは、推進体制の在り方や、ソリューションの導入効果などを広く周知する

ことが有効であると考えられる。こうした観点から、例えば、「関与すべきステークホルダ

ー」「キーパーソン」「地域課題の発見・深堀方法」等について、これまで構築してきた

仮説を踏まえて、引き続き事例分析を行い、成功事例に共通するエッセンスを抽出し

た上で、ガイドブックに整理することで他地域の DX に資することが可能であると考えら

れる。 
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おわりに 

 本懇談会では、人口減少等の深刻な課題に直面する中、限られたリソースをもとに、

デジタル技術の活用を通じて、持続可能で活力ある地域社会を実現するため、地域

社会の活動をどのように支えていくべきかという視点から、情報通信利用環境の在り方、

デジタル実装による地域振興、地域社会ＤＸを推進するための人材及び連携・推進体

制という４つの検討項目について、国において対応すべき方向性を提言として取りまと

めた。 

 

 しかしながら、今後、各地域社会においてデジタル技術が実装され、将来的にＤＸに

よる価値創造が実現されていくためには、各都道府県や市区町村、地域社会の様々

なステークホルダーが、共通の目標の下で連携しながら具体的な行動を起こせるよう、

地域社会ＤＸの全体像や求められるアクションなどを端的に示していくことが求められ

る。 

 

 本懇談会では、先進的な事例の成功要因等について議論を行ってきたところ、例え

ば、基礎自治体を中心に、地域社会の抱える課題について地域住民をはじめとする

ステークホルダーとともに、外部の有識者の協力も得ながら洗い出し、地域社会のある

べきビジョンを整理した上で、デジタル技術も活用してどのように解決していくかを中

長期的な視点やバックキャスト思考で検討し、その過程で、課題意識や目的を共有で

きる地域社会のステークホルダーを巻き込んでいくといったアプローチが考えられる。 

 

 この点、本懇談会で取り扱った事例は限られており、また、地域社会によって、抱え

る課題や持てるリソース、ステークホルダーの有無など状況は多種多様であり、また取

り組む領域によっても異なるものと考えられる。 

 

 このため、本懇談会としては、本報告書を踏まえ、地方自治体を含む地域社会ＤＸを

支えるステークホルダーが具体的な行動を起こせるよう、今後、総務省において、様々

な事例をもとに、成功要因、様々な段階に応じ取るべきアクション、留意点等をガイド

ブック等で整理するとともに、総合通信局等や地域情報化アドバイザー等を含む様々

なアプローチを通じた伴走型の支援を継続させることにより、デジタル技術を実用した、

活力ある地域社会を実現させていくことを提起して、報告書を結ぶこととしたい。 

 




